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1 問題の所在

｢国際環境の変動と企業の対応行動｣という本プロジェクトのテーマを経営史学にひき

っけて理解するとき,すぐに想起されるのは,1986年10月の経営史学会第22回大岩で中川

敬一郎氏が提唱された国際関係経営史という視角である.

中川氏によれば,国際関係経営史とは,｢『経営史学における国際関係的な諸問題』とい

ぅほどの意味で乳 り,対象を日本に限定した場合,その中心課題は ｢政府 .企業一体と

なっての国際的対乱 の解明におかれることになる｡経営史学会編集の 『経営史学』に第

22回大会の討議報告を寄せられた桑原哲也氏も､中川氏の問題提起について,｢国際関係

経営史の主要な問題関心の-として,政府民間一体となっての組織的対応過程を取り上げ
(4)

ることができる｣と述べられている｡

しかし,日本を対象とした匡l際関係経営史の中心課題に関する中川氏の議論は,やや一
(5)

面的だと言わざるをえない｡と言うのは,氏の関心が ｢日本サイドの対応｣にのみ集中し
(6)

ており,｢外国サイドの日本への関与｣の側面が,事実上等閑視されているからである｡

日本を対象とした国際関係経営史の中心的な課題は,｢日本サイドの対応｣と ｢外国サイ

ドの関与｣の両面を解析す■ることに,求められるべきであろう｡

本稿が,1932年の石油カルテルを題材として,国際カルテルと日本の国内カルテルとの

関係に考察を加えるのは,｢日本サイドの対応｣と ｢外国サイドの関与｣を同時に視野に

入れることができるからである｡日本サイドでは日本石油や小倉石油などの国内石油会社

(内油)と主管官庁である商工省が,外国サイドでは英蘭系のロイヤル･ダッチ･シェル･

グループに所属するライジングサt̀L'や米国系のソコニー･ヴァキュー'L'日本支注などの外
(10)

国石油会社 (外油)が,それぞれ具体的な検討対象となる｡

ところで,このテーマにかかわる従来の研究水準を代表する井口東輔氏著の 『現代日本

産業発達史Ⅱ右端』は,1932年に日本で成立したガソリンに関するカルテ,順 走について,

外油2社 (ライジングサンとソコ二一･ヴァキューム)の主導性と,国際カルテルの国内

カルテルに対する優位性を強調している｡確認のため,該当箇所を引用すれば,以下の通

りである｡

1932年のカルテル協定による ｢販売数量割当は,当時国内業者に不利と考えられていた

ようであるが,当時,不況の切抜け策として普及していた各産業のカルテル化も,石油

産業においては,外国二社の協調なくしては,これを達成することは困難な状態であっ

-101-



(12)
た.当時,わが国の石油市場はほとんどライジングサンとスタンダードの圧倒･的支配下

にあり,両社以外の米国の国際大石油会社さえもわが国市場への進出は,国際カルテル

体制のもとで,抑制されていた｡わが国石油精製会社も米英二大石油会社の販売政策に

追随せざるをえない状態であったことに思いをはせねばならないだろう｡同時にこの協

定成立の背後には,国際石油会社の世界政策があった.時あたかも地方的カルテル結成

への基盤となった 『ヨーロッパ市場に関する覚醤J].カ､ら,一歩前進して,地方的カルテ

ルないし地方的協定に関する指針となった一九三二年の 『販売に関する項目協乱 】 が採
(15)

択される直前でもあったし,ニューヨーク会議失敗後のソビエト石油の世界市場進出の

脅威にさらされている時期でもあって外油二社が協定締結に関し,かれらの世界政策の
(16)

うえから､積極的な態度をとる気運にあったことを看過してはなるまい｣｡ `

しかし,ここで見落とすことができない事実は,第 1蓑の ｢シェアB｣と第 2表を比べ

れば明らかなように,外油 2社のガソリン販売シェアの合計値は,1932年のガソリンに関

するカルテル協定である ｢6■社 (ライジングサン,ソコニー･ヴァキューム,日本石油,

小倉石油,三菱石油,三井物産)協定｣の成立によって,むしろ相当に低下したことであ
(17)
る｡だとすれば,国際カルテルの国内カルテルに対する優位性を強調する井口氏の所説は,

はたして妥当なものと言えるだろうか｡われわれは,本稿での検討を通じて,一国際カルテ

ルと日本の国内カルテルとの関係に,改めて光をあて直さなければならない｡
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2 シェルのロンドン本社における資料の残存状況

前章では,プロジェクト全体のテーマとの関連で課題設定の意義を明らかにしたが, じ

つは,葦者が1932年の日本の石油カルテルの検討という課題を選定 した背景には,いま一

つのより現実的な事情が存在する｡それは,このプロジェクトの調査活動の過程で,幸運
(18)

にも,シェルのロンドン本社に事いて,貴重な関連資料を発見することができたという事

情である｡ここでは,本論からややはずれるが,日本人研究者がまだほとんど使用したこ

とがないと思われ箸,シェル･ロンドン本社所蔵の日本関連資料について,その概要を紹

介することにしょう｡

筆者がシェル ･ロンドン本社で所在を確認することができた日本関連資料は,以下の32

フォルダーである｡ 検索を容易にするため,フォルダー ･ナンバーに即 して,列記する｡

(丑 GHC/JAP/1
′

GroupHistory:CountrySeries:Japan

"ReportontheOilIndustryofJapan"

A.H.HowardforBritishAdmiralty,1947

② GHS/2B/43

GroupHistory:Subj.Series

TheHistoryofGroupWorkingPapers-ContryFiles

Japan&FarEast,lof2,1904-1957

(卦 同上, 2of2,1882-1958

④ GHS/3D/1

GroupHistory:Subj.Series

OriglnS,Organ&Structure-Marketing

Marketing-Prices&Competition,1886-1959

⑤ SC7/A12

GodberPapers-AgnewPapers-

Japan:Godber'sVisit,CorrespondencewithAgnew

lof2,Nov.1934-Jam.1935

⑥ 同上,2of2,Feb.1935-May1935
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@ SC7/A13/1

GodberPapersJAgnewPapers-

Japan-Manchuria:General

lof5,March1932-May1934

⑧ 同上,2of5,Jude-Dec.1934

⑨ 同上,3of5,Jam.-Apr.1935

⑩ 同上,4of5,May1935-Feb.1936

⑪ 同上,5of5,March1936--Dec.1937

⑫ SC7/A13/2

GodberPapers-AgnewPapers-

Japan-Manchuria:GeneralCables

lof16,May-Åug.1932

⑬ 同上,2of16,Sept.1932-June1933

⑭ 同上 3of16,July1933-Jam.1934

⑮ 同上,4of16,Feb.-June1934

⑱ 同上,5of16,July1934

⑰ 同上,6of16,Åug.-Sept.1934

⑩ 同上,7of16,Oct.-Nov.1934

⑩ 同上,8of16,Dec.1934-March1935

⑳ 同上,9of16,Apr.-June1935

⑳ 同上,10of16,July-Dec.1935

⑳ 同上,llof16,Jan.-Apr.1936

⑳ 同上,12of16,May-June1936

⑳ 同上,13of16,July-Åug.1936

⑳ 同上,14of16,Sept.-Dec.1936

⑳ 同上,15of16,Jam.-June1937

⑳ 同上,16of16,July1937-Jam.1938

⑳ sc7/G18

GodberPapers-CountryFiles-

FarEast:PeriodicalReportsonSituation
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1928,1938-1940

⑳ SC7/G22/1/1

GodberPapers-CountryFiles-

Japan:General

lof3,Sept.1935-Åug.1936

⑳ SC7/G22/1/2

同上,2of3,Sept.1936-Jam.1937

⑳ SC7/G22/1/3

同上, 3of3,July1940-Oct.1943

⑫ SC7/G22/3

GodberPapers-CountryFiles-

Japan:Japan,TheFrenchWestIndies

Aug.1940-Oct.1941

これらの資料の最大のメリットは,企業内部の一次資料だという点にある｡このため,
(20)

英蘭系のロイヤル･ダッチ･シェル･グループに所属するアジアチックの日本子会社であっ

たライジングサンの日本での事業活動について,広範囲にわたり重要な情報を提供してく

れる｡

筆者は､かって､ライジングサンと同様に日本に進出した外国石油会社であるスタングァッ
(21)
ク (ソコ二一･ヴァキュームの後身)とその前身各社の日本での事業活動を検討したこと

(22) (23)
があるが,主として依拠した資料が米国国務省文書であったため,日米間で政治問題化し

なかった純然たる経営上の問題については,ほとんど情報を得ることができないという困

難に直面した｡例えば,本稿でとりあげる1932年の日本の石油カルテルに関しては,米国

国務省文書は,有益な情報を何も与えてくれない｡これに対して,シェル･ロンドン本社

所蔵の日本関連資料は,企業内の一次資料であるためより広範囲の情報を包含しており,

その中には,1932年の ｢6社協定｣に関するものも含まれてい'箸｡本稿執筆の現実的な動

機は,この点に求めることができる｡
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3 アジアをめぐる国際カルテル

シェルのロンドン本社が所蔵する日本関連資料の中には,ロイヤル ･ダッチ ･シェルと

ソコニーが1929年 9月に締結 したものと思われる,アジア市場に関するカルテル協定の内
(25)

容を記 した文書が残されている｡この協定については,従来,その存在は指摘されてきた
(26)

ちのの,実態は不明のままだったので,ここに全文を引用しておこう｡

MemorandumCoverlngtheMarketsofJapan,Korea,NorthChina,South
●

ChinaProper.Formosa,lndo-ChinaandSiam

1.Arrangementtocovercrudeoilandallofitsderivatives.

2. A.Arrangementtobepredicateduponthecombineddeliveriesintocon-

sumptionofthetwointerestsi打 eacharea.Preliminaryfigurestobe

verifiedbyindependentcharteredaccountants.Thisclausehasforits

objectthateachinterestisentitledtomaintainforitsbenefitthepercent-

ageofthetotaltradeineachノprOduct(exceptGasolineasmodifiedby

paragraphB)whichitdidduringthequalifyingperiodasperclause3.

B.RoyalDutch-ShellinteresttofreezeitsGasolinevolumeasof12months

endingJune30th,1929untilsuchtimeasSoconyGasolinevolumeshall
i

beequlValenttoRoyalDutch-ShellinJapan,Korea,NorthChina,South

ChinaProperandFormosa,anduntilsuchtimeasSoconyshallhave

secured･inGasolineinlndo-ChinaandSiam thesameparticipationas

SoconyenjoyedinKeroseneforthe12monthsendingJune30th,1929.In

conjunction with thisarrangementSocony topurchasefrom Royal

Dutch-Shellonafairandequitablebasis,consistentalwayswith

prevailingsellingpricesandqualityrequiredineachofthemarkets
■

named,thefollowingapproximatequantitiesofGasoline:

NorthChina

Japan

Korea

SouthChinaProper

Formosa

130,000units

509,000 〝

21,000 〝

56,500 〝

19,000 〝
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Indo-China

Siam

270,000 〝

66,000 〝

eachof10Americangallons.

ThesequantitiestobepurchasedbySoconyfromRoyalDutch-Shellin

fairlyaveragequarterlyamountseachyearaslongasthisarrangement

exists.

C.AssoonasSoconysparticipationineachofthemarketsenumerated
I

inparagraphBofthisclausehasreachedthebasisprovidedfortherein,

theneachinterestwillbeentitledtomaintainforitsbenefitthepercentage1

ofthetotaltradethusestablished.

D.Thefollowlnggeneralprinciplesshallgoverntheroutinehandlingof
●

eachinterest'sparticipationinthevariousmarkets:

a)Ifoneoftheinteiestslosesitspercentageofthetotaltradeandthe

otherinterestmaintainsitsown,thentheloserisnotentitledto

adjustmentfromtheonethathasmaintaineditsquota.

b)Ifoneinterestlosesitspercentageofthetotaltradeandtheother

galnS,thenthegalnisglVentOthelosertotheextentnecessaryto
■

reestablishthestatusquoasbetweenthetwointerests.

C)Iforleinterestmaintainsitspositioninthetotaltradeandtheother
■

interestgalnSinthetotaltrade,thenthegalnremainsthepropertyof

thepartylnexcess.

3.Qualifyingperiodtobe12monthsendingJune30th,1929.

4. 1tistobeexpectedthatastabilisationoftradeasbetweenthetwo

interestswillavoiddestructivecompetitionandresultinoperatingeconomies.

Thereforeitisunderstoodthatcoincidentalwiththeestablishmentofquotas

ineachmarketthelocalrepresentativeswillbeinstructed,inadditionto

theirlocaldetailarrangements,tocometoadefinitearrangementinrespect

tothefollowlngpoints:
■

a)Totalremunerationtocommissionagents,Commissionmerchantsand

otherintermediatemedia.
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b)Stabilizedweightand/orvolumeunitsforallproducts.

C)EstablishmentofalocalcodeofEthicsineachmarket.

d)Withduerespecttotheusualdifferentials,sellingpricesineachofthe

marketswillbeplacedonauniform basiswhichbothpartiesagreeto

maintain.UnlessthereareconvinclngreasonsWhyitshouldnotbedone,
■

thesesellingprlCeS,WheretheyarebelowtheequlValentofthestabilized

prlCeSattheGulf,shouldbeadvancedtotheGulfbasis.

e)ItshouldbeunderstoodthattheprinciplesoutlinedinArticle6ofthe

so-CalledGrわupMemorandum willgoverncorrespondinglytherelations

betweentheinterests.

5.Thearrangementtobefor12monthswith6months'previousnoticeof

cancellation,Otherwisethearrangementtorunonindefinitely.
(27)

September 1929

この1929年の協定では,日本におけるガソリン販売について,ロイヤル･ダッチ･シェ

ル (すなわちライジングサン)とソコニーの販売量を同一にすることがめざされた (上記

の2.のB.参照)｡しかし,1932年までに､日本市場に関する両社の協定の内容は,ガ

ソリンについても他の石油製品の場合と同様に,既存の販売シェアを相互に保証すること

に変更された｡例えば,1932年 6月13日にロイヤル･ダッチ･シェルは,日本を含むアジ

ァ,アフリカ,オーストラリアの各関係会社へ向けて,ソコニ'2 ',テキサ'3',ガル芋 ,シ
(31) (32)

ンクレア,アトランティックなどの石油会社とのあいだに,販売シェア (1931年基準)の

現状維持協定が成立したことを伝える電鮎 打.-たoこのうち･日本に関する現状維持協

定の相手は,ソコニー1社であっ'tu='.

問題となるのは,ロイヤル･ダッチ ･シェルとソコニーとのあいだに締結された日本に

関する国際カルテル協定が,現実に日本市場において効力を発拝しえたか否かである｡ 以

下では,本稿の中心論点であるこの間題も 1932年の ｢6社協定｣の事例に即 して,検討

してゆく｡
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4 ｢6社協定｣の成立まで

日本におけるガソリン販売についてのカルテル協定である ｢6社協定｣が正式に調印さ
(35)

れたのは,1932年10月25日のことである｡本章では,それまでの時期を取り扱う｡

結論を先取りして言えば,ロイヤル ･ダッチ ･シェルとソコニーとのあいだに結ばれた

国際カルテル協定は,日本市場においては効力を十分に発揮することはなかった｡この点

は,第 1表一第 6表の六っの蓑から確認することができる｡

第 3表には,シェル ･ロンドン本社所蔵の日本関連資料の中に記載された,日本におけ
(36)

る事業者別ガソリン販売量が示してある｡日本に存在する資料にもとづく第 1表とこの第

3表とでは,1931年に関する数値が食い違うが (第 1表一第 2表の ｢1函｣は,第 3義一

第4表 ･第 6表の ｢1ユキット｣に相当するものと思われる),これは主として,第 1表

では外油の数値を,第 3表では内油の数値箸,それぞれ推計によって求めているからであ

ろう｡従って,内油については第 1表の方が,外油については第 3表の方が,各々信感性

が高いと言える｡

第4表は,1932年 7月1日にライジングサンが睦案 巳̀ 同日中に親会社のアジアチック
(39)

がオーソライズした,ロイヤル ･ダッチ･シェルとしての,日本の ｢6社協定｣にのぞむ

目標値を示したものである.ロイヤル ･ダッチ ･シェルは,この目標値を米国のソコニー

に伝'芝,ソコニーの了承を得た.つまり,第4表の数値は,ロイヤル･ダッチ･シェルと
(41)

ソコニーの双方にとっての,｢6社協定｣に対する目標値とみなすことができる｡なお,

協定に参加 した6社の一角を占める三井物産の数値が-貴してソコニー (ないしソコニー･

ヴァキューム)の数値の中に含まれているのは,三井物産がソコニー (ないしソコ二一 ･

ヴァキューム)̀の石油製品を販売していたからである.
(42)

第 5表には,1932年 7月23日時点の ｢6社協定｣の原案が示してある｡この裏と第 4表

を比べればわかるように,ライジングサンとソコ二一･ヴァキュームの外油2社の割当シェ

アは,原案の段階ですでに目標値よりも後退 した (ラ社は33.6%-32.9%, ソ社は22.0%

-21.6%)｡これとは対照的に,内油の代表格である日本石油と小倉石油シェアの合計値

は,増大した (35.0%-36.4%)0
(43)

第 6表は,1932年 8月3日にまとまった ｢6社協定｣の内定値を示したものである｡こ

の裏と第 5表を比較すれば明らかなように,ライジングサンとソコニー･ヴァキュームの

割当シェアは,原案の段階よりさらに減退した (ラ社は32.9%-32.2%, ソ社は21.6%-
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21.2%)｡一方,三菱石油のシェアは原案に比べて著しく上昇し (5.7%-6.8%),同社に

対する販売数量割当は125万ユニットから150万ユニットへ増加 した｡

以上の経緯から明らかなように,1932年の日本の ｢6社協定｣は､国際カルテルを結ん

でいたライジングサンとソコニーにとって､不本意なものであった｡このことは､とくに

ライジングサンの場合にあてはまった｡と言うのは､ソコニー (ないしソコニー･ヴァキュー

ム)に限ってみれば､｢6社協定｣は必ずしも不利とは言い切れない側面をもっていたか

らである｡

第3表から明らかなように､日本のガソリン市場におけるソコニーの販売 シェアは､

1932年にはいって大きく減退した｡これは､主として､1931年12月の金輸出再禁止に端を

発した円為替の著しい下落により､ソコニー日本支店のガソリン輸入コストが上昇 し､ガ

ソリンの値下げ競等に対応できなかったことによるものであった｡円為替の下落はもちろ

んライジングサンのガソリン輸入コストも押し上げたが､1932年中は対米為替相場の落ち
(45)

込みの方が対英為替相場の落ち込みよりも甚大であったため､受けた打撃はソコニーの方
(46)

が大きかった｡そして､第 3表と第 6表を照合すればわかるように､｢6社協定｣にもと

づくガソリン販売数量の割当は､ソコニー (ないしソコ二一･ヴァキューム)が1932年の
(47)

前半に失ったシェアを相当程度回復することを保証するものであった (もし､｢6社協定｣

の内容が最終的には第 2蓑のように修正されたのだとするなら乱 回復の程度はいっそう

大きくな'g)0

しかし､ライジングサンにとっては､｢6社協定｣の内容は､明らかに不利であった｡

協定が事実上成立してからのちも､ライジングサンと親会社のアジアチックは､｢6社協

定｣に対 して不満をもち続け第0第 1表のシェアBと第 2表を比べても､第3表のシェア

Aと第6表を比較しても､｢6社協定｣によってライジングサンのガソリン販売 シェアが
(51)

相当程度減退したことは､間違いない事実である｡｢6社協定｣の締結にのぞんで､国際

カルテル協定を結んでいたロイヤル･ダッチ ･シェルとソコニーは､日本市場における

1931年のガソリン販売シェアを維持することを必死に追求し'是'が､主としてライジングサ

ンのシェアが減退したため､結局､両社の合計値でこの日標を達成することはできなかっ
(53)
た｡ロイヤル ･ダッチ ･■シェルとソコニーの国際カルテルが日本市場で効力を十分に発揮

しなかった､と結論づけるゆえんである｡

第 1表､第2表､第 3表､第6表からわかるように､｢6社協定｣によってライジング

サンのガソリン販売シェアが1931年に比べて減退 したのは､直接的には､三菱石油のシェ
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アが増大したことによるものであった｡じっは､ロイヤル ･ダッチ ･シェルとソコニーは､

このような事態が発生するのを回避するため､現状維持協定の精神にのっとって､協調的

な行動を展開した｡しかし､結果的には､両社の協調行動は功を奏さなかったのである｡
(54)

三菱石油は､日本の三菱と米国のアソシエーテッドとの折半出資により1931年 2月に誕

生 した合弁会社であり､同年12月に操業を開始 し貰.そこでソコニーは､三菱石油のガソ

リン販売シェアが翌1932年に急伸するのを阻むため､米国においてアソシューテッドに圧

力をかけた｡1932年 7月-1933年 6月の時期の日本における三菱石油のガソリン販売量に

ついて､交渉が始まった当初は､ソコニーが120万ユニット(1200万ガロン)を､アソシ

ェ-テッドが130万ユニット(1300万ガロン)を､それぞれ主張し'笑'｡そして､1932年 6ヽ

月20日に､それを125万ユニットとすることで､ソコ二一･とアソシエーテッドとのあいだ

に妥協が成立 し貰.

一方､ロイヤル ･ダLi'チ ･シェルは､ソコニーと緊密な連絡をとりながら､米国におけ

るソコニーとアソシエーテッドとの交渉がまとまるように側面から支援 した｡例えば､ア

ソシエーテッドは､ソコニーとの交渉の決着がつくまで､ライジングサンとソコニー日本

支店が ｢6社協軍｣の締結について内油各社と折衝 しないように強く要望 し笑が､ロイヤ
(59)

ル･ダッチ ･シェルは､このアソシエーテッドの要望を受け入れた｡

アソシエーテッドが､1932年 7月-1933年 6月の三菱石油のガソリン販売量を125万ユ
(60)

ニットとすることに同意 したにもかかわらず､三菱石油の日本側出資者 (三菱)は､これ
(61)

に激しく反発 したQそして､既述のように､｢6社協定｣においては､三菱石油のガソリ

ン販売数量割当は､150万ユニットと決定された｡三菱石油のシェアの急伸の阻止をめざ

したソコニーとロイヤル.･ダッチ ･シェルの協調的行動は､結局､失敗に終わったのであ

る｡

ここまで述べてきたことから明らかなように､ロイヤル ･ダッチ･シェルとソコニーの

国際カルテルは､日本市場において､効力を十分に発揮 しなかった｡では､このような事

態が生 じたのはなぜだろうか｡以下では､その原因について考察を加えることにしよう｡

第 1の､そして最大の原因は､日本の場合には､他のアジア諸国とは異なり､有力な国

内石油会社がいくつか存在し､ロイヤル･ダッチ ･シュルとソコニーの市場支配力に限界

があったことである｡例えば､先にふれた､ソコニーとの現状維持協定が成立した旨を伝

えるロイヤル ･ダッチ ･シ土ルの1932年 6月13日の電報を受け取ったライジングサンは､

2日後の6月15日に､日本では､内油の動きが活発であるために､ソコニーとの協定は直
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(62)
接的な効果をあげないだろうという主旨の返答を行なった｡1932年の春から夏にかけての

激しいガソリン値下げ競争と､1931年12月以来の円為替の下落によるガソリン輸入コスト

の上昇という二重の打撃に直面したライジングサンとソゴニー日本支店は､ガソリン市価

の回復をめざして､全力を注いだが､この課題を達成するためには内油とのあいだにカル
(63)

テル協定を成立させることが､是非とも必要であった｡ライジングサンが､シェアの低下

を承知のうえで､あえて ｢6社協定｣に参加した基本的な理由は､この点に求めることが

できる｡

1932年の時点で､日本石油や小倉石油､三菱石油が､ライジングサンやソコニー日本支

店 (ないしソコ二一･ヴァキューム日本支社)に対してある程度の競争力をもっことがで

きたのは､① 3社とも､早い時期から､原油を輸入し日本で精製する消費地精製方式をと

り入れたこと､②日本政府が､1926年 3月や1932年6月の関税改正を通じて､消費地精製
(64)

方式を保護したこと (原油の輸入関税に比べて石油製品の輸入関税を垂課とした)､など
(65)

によるものであった｡日本で消費地精製方式が台頭したのは1920年代半ばのことであった

が､そのころ､同方式が一定程度の進展を示していたのは､世界全体の中でもフランスぐ
(66)

らいものであった｡当時の主流である生産地精製方式を採用していたロイヤル･ダッチ･

シェルとソコニーは､国際的にみて異例な消費地精製方式が日本で発展し始めたことに対

して､十分な対応をとることができなかっ'是'oライジングサンとソコニーE]本支店は､

1932年6月の時点で､消費地精製方式に対抗するため､日本向けの原油輸出を規制するこ
(68)

とを提案したが､対日原油輸出の主要な担い手である米国のカリフォルニア系石油会社が
(69)

反対したことなどによって､結局､この提案は実現するにいたらなかった｡

ロイヤル･ダッチ･シェルとソコニーの国際カルテルが日本市場で効力を十分に発捧で
L

きなかった第 2の原因としては､ロンドンやニューヨークの本社と､横浜の現地機関 (日

本法人であったライジングサンや､ソコニー日本支店ないしソコ二一･ヴァキューム日本

支社)とのあいだの意志疎通が､必ずしも順調ではなかったことをあげることができる｡

この点を端的に示したのは､1932年の春から夏にかけて､'日本におけるガソリンの販売価

格をめぐり､本社と現地機関の意見が対立したことである｡ロンドンやニューヨークの本

社筋は､円為替下落による収支悪化を回避するため､ガソリン価格の引上げを即刻実施す
(70)

るよう､再三にわたって慈恵.した｡しかし､この本社の主張は激しい値下げ競争が展開さ

れていた日本のガソリン市場の実情を無視したものであり､ライジングサンやソコニー日
(71)

本支励 ま､内油各社の競争圧力の存在を理由に､価格引上げを拒否した｡
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ロンドンのシェル本社が所蔵する日本関連資料をみる限りでは､19.32年当時､ロイヤル･

ダッチ .シェルはライジングサンに十分なスタッフを派遣しておら乳 日本市場に関する
(73)

重要な意思決定はロンドンの本社で行なっていた｡このようなシステムのもとでは､国際

的にも異例な消費地精製方式が台頭 した日本の石油業界において､適切で機敏な対応行動

をとることは､そもそも不可能であった｡

第 3の原因は､ロイヤル ･ダッチ ･シェルとソコニーという本社レベルでは基本的に協

調が保たれながらも､肝心の日本市場においては､競争当事者であるライジングサンとソ

コニー日本支店 (ないしソコニー ･ヴァキュ⊥ム日本支社)とのあいだで､しばしば乳蝶

が生 じたことである｡すでに第 3表を使って述べたように､1932年にはいると､日本にお

けるガソリン販売の面で､ソコニーのシェアは大きく後退した.そして､第 7表から明ら

かなように､このような傾向は､灯油販売面ではいっそう顕著であった｡焦燥感を強めた

ソコニー日本支店 (ないしソコ二一 ･ヴァキューム日本支社)は､不当な価格引下げを行
(74)

なっているという非難の矛先を､内油各社だけでなくライジングサンにも向けた｡これに
(75)

対してライジングサンは､強い調子で反論を加えた｡

シェル ･ロンドン本社所蔵の日本関連資料には明記されていないが､1932年前半に失っ

たガソリン販売シェアの相当程度の回復を意味する ｢6社協定｣を､ソコニー日本支店

(ないしソコ二一･ヴァキューム日本支社)が実質的には支持 した可能性は､十分にある｡

もし､そうだったとすれば､カルテル協定の締結交渉の過程でライジングサンは､四面楚

歌の状況に陥ったであろう｡ライジングサンが､｢6社協定｣においてシェアの低下を受

け入れざるをえなかったいま一つの理由は､この点にあったように思われる｡
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5 ｢6杜協定｣の成立以後

本章では､｢6社協定｣が正式に調印された1932年10月25日から､商工省鉱山局が石油

産業に対する国家統由懐 として二つの原案 (｢石油国家管理案｣と ｢許可主義統制案ヨ6))

を発表した1933年5月4日までの時期を取り扱う｡商工省鉱山局による2案発表は1934年

3月の石油業法制定をもたらす直接の契機となったが､そのプロセスでどのような ｢日本

サイドの対応｣と ｢外国サイドの関与｣がみられたかを解明するには､独自の膨大な調査

作業を必要とする｡したがって､この点の解明は､他日の課題としたい｡

国際石油カルテルと日本市場との関係という本稿の検討課題と照らせば､1932年10月-

1933年5月の時期については､二つの事実に注目すべきである｡それは､①国際カルテル

を結成したロイヤル･ダッチ･シェルとソコニーの日本市場に対する影響力が引き続き限

定さ■れていたことと､②この時期に日本政府が商工省鉱山局を中心にして､石油産業に対

する介入を強めたことである｡

まず､①についてみれば､円為替下落や関税改正の影響もあって､第8表からわかるよ

うに､ソコ二一･ヴァキュームやライジングサンは､1932年11月の時点のガソリンの価格

競争力の点で､内油 (日本石油)より劣位にあった｡この傾向はとくにソコ二一･ヴァキュー

ムの場合に著しく､ソコニー日本支店やその後身のソコ二一 ･ヴァキューム日本支社が

1932年に深刻な営業不振に陥っ'tm='基本的な要因は､ここに求めることができる｡価格競争

力で比較劣位にあるソコニー･ヴァキュームとライジングサンは､日本でのガソリンの販
(78)

売数量と販売価格をめぐる交渉において､主導権を握ることができなかった｡また､ソ連

製石油製品の輸入石弓よって内油各社以上の安値攻勢をめざす､松方日ソ石油の新規参入の
(79)

動きが着々と進展したことも､外油2社にとって､大きな脅威であった｡

ソコニー･ヴァキューム日本支社とライジングサンが主導権を振れない状況は､ガソリ

ンだけでなく､灯油についても生じた｡日本では､ガソリンに関する ｢6社協定｣の成立

を受けて､1932年11月に､灯油に関してもカルテル協定を締結しようという気運が､内外
(88)

油各社のあいだで高まった｡しかし､内油と外油は現状のシェアを維持するという原則で

は一致したものの､現状の基準を1931年に求める外油と1932年に求める内油との意見が対

立し'ft'ため (意見対立の背景となった1931年から1932年にかけての灯油販売シェアの変化

については､第7表参照)､交渉は難航し貰.結局､このカルテル協定は成立 しなかった
(83)

ものと思われるが､いずれにせよ､国際カルテルを結んでいたロイヤル･ダッチ･シェル
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とソコニーが､日本市場においては､ガソリンに続いて灯油についても､1931年の販売シェ
(84) (B5)

アを維持するという基本方針を堅持できなかったことは､間違いない0

次に､②についてみれば､石油産業に対する日本政府の介入が強まる契機となったのは､

｢6社協定｣を受けてガソリン価格が反騰したことに対して需要者が反発して生 じた ｢第

3次ガソリン争議｣の際に､警視庁が調停にあたったことである｡この ｢警視庁の調停に

際して 『将来価格ノ変更二際シテ-官庁並二消費者二対シ予告ヲ為スコト』が合意決定さ
(87)

れた結果､揮発詣販売価格の変更には､事前に予め当局の了解を得ることが慣行となった｣

(当時の石油行政の担当部局は､商工省鉱山局であった)｡さらに､1932年11月4日には商

工省が､ガソリン製造業および同販売業を､重要産業統制法の適用対象とすることを決定
一

(88)

した｡

政府が石油産業への介入を強化したことは､当然のことながら､国際石油カルテルの日

本市場への影響力をいっそう制限する意味合いをもった｡ただし､一面で､ライジングサ

ンとソコ二一･ヴァキューム日本支社は､日本政府が松方日ソ石油の新規参入を抑制する
(89)

ことも期待した｡しかし､日本政府は､1932年12月の時点で､松方日ソ石油に対して特別
(90)

な措置を講じなかった｡
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6̀ 総括と展望

以上の検討から明らかなように､ロイヤル･ダッチ･シェルと■ソコニーとのあいだに締

結された匡l際カルテル協定は､1932年に成立した日本市場でのガソリン販売に関する ｢6

社協定｣をめぐって､効力を十分に発揮しなかった｡したがって､｢6社協定｣に関連し

て､国際カルテルの国内カルテルに対する優位性を強調する従来の通読 (井口東輔氏の所

読)は､事実に即して修正されなければならない｡

本稿で取り上げた1932年の石油産業のケースにおいては､｢外国サイ ドの関与｣に対し

て､｢日本サイドの対応｣が相当に強力であった｡それを可能にした基本的な要因は､内

油各社が第2次世界大戟後に世界的に普及する消費地精製方式を早期に採用した事実に求

めることができる｡この事実は､日本が､経済発展面で後進地域のアジアの中では先進性

を示すという､いわば ｢中進国｣であったことを如実に物語っている｡ロイヤル･ダッチ･
(91)

シェルやソコニーが日本市場で必ずしも的確に行動しえなかったのは､対後進国戦略とし

てのアジア戦略しかもちあわせ七おらず､｢中進国■｣である日本に適応する精撤な海外戦
(92)

略を有していなかったからではないだろうか｡

｢国際環境の変動と企業の対応行動｣という本プロジェクトのテーマふらは､ともする

と､国際化に立ち遅れた日本の企業が対応行動をとるためにあわてているという状況が､

想起されるかもしれない｡しかし､現実には､中川敬一郎氏も指摘されるように､日本の
(93)

ような ｢後進工業国の経営史には､工業化の初期から国際関係が深く絡み込んでいる｣｡

もちろん､国際関係がもたらす問題は時代によって変化するが､国際環境の変動への対応

そのものについては､日本の企業や政府は､むしろ豊富な経験をもっている｡そのことは､
■

本稿で取り上げた事例や､1960年代の貿易 ･資本の自由化への対応､1970年代の二度にわ

たる石油ショックへの対応などからも､みてとることができる｡本プロジェクトでの検討

を手がかりに､｢国際環境の変動と企業の対応行動｣について､日本経営史の流れに即し

た実証研究を重ねることは､筆者に残された課題である｡
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注

(1)経営史学会の第22回大会は､1986年10月18-19日に､東京経済大学で開催された｡

(2) 中川敬一郎 ｢国際関係経営史への問題提起｣(『経営史学会第22回大会報告集』､1986

年)83頁｡

(3)同前85頁｡

(4)桑原哲也 ｢第二二回大会統一論題 『近代経常の展開と国際関係』討議報告｣(『経営

史学』第22巻第 1号､1987年)73貢｡

(5)念のために付言してお削ぎ､このことは､静態的な比較経営史を乗り越える動態的

な国際関係経営史の必要性を説いた中川敬一郎氏の提言の重要性を､いささかも減じ

るものではない｡

(6)近年､日本の貿易収支の大幅黒字が国際問題化するなかで､諸外国においては､日

本市場の ｢開放｣を求める声が高まっている｡結果的にみて日本市場が､外国製品な

いし外国企業にとって浸透が容易でない場であることについては､内外を通じてある

程度の合意が成立しているようであるが､議論がいったんその原因に立ち入ると､見

解は真二つに分かれる｡外国サイドでは､外国企業の自由な通商活動を妨げる不公正

な諸制度が存在するとして､日本市場の欠陥を問題視する議論が有力であるのに対し

て､日本国内では､外国製品ないし外国企業それ自身の主体的欠陥を指摘する議論が

根強い｡この見解の対立に解決･を与えるためには一連の実証研究を必要とするであろ

うが､その際､現実に日本に進出した代表的な外国企業を取り上げ､その会社の日本

における経営行動を具体的に検討する羊とは､重要な意義をもつO｢外国サイ ドの日

本への関与｣の解明が､日本経営史や日本経済史の固有の課題となると言うのは､例

えば､このような意味においてである｡

以上のような考えにもとづいて筆者は､これまで､日本に進出した代表的な外国企

業であるスタングァック (後掲の注21参照)について検討した､いくつかの韓文を発

表してきた.拙稿 ｢1934年の日本の石油業法とスタンダード･ヴァキュ-ム･オイル･

カンパニー(1)(2)(3)(4)｣(青山学院大学 『青山経営論集』第23巻第4号､第24巻第 2､

3､4号､1989-90年､未完)､拙稿 ｢太平洋戟争以前の日本におけるスタンダード･

ヴァキューム･オイルの事業活動｣(『経営史学』第24巻第 4号､1990年)､および

TakeoKIKKAWA,"BusinessActivitiesoftheStandard-Vacuum OilCo.in

JapanPriortoWorldWarI",JapaneseYearbookonBusinessmstory,.vol.
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7,JapanBusinessHistoryInstitute,1990,が､それである｡

(7)正式名称は､ライジングサン･ペ トロリアム･カンパニー (RisingSunPetroleum

Company)0

(8)正式名称は､ソコ二一 ･ヴァキューム ･コーポレーション (Socony-Vacuum

Corporation)01931年 7月に､ともに米国の石油会社であるソコニー (正式名称は

スタンダード･オイル ･カンパニー ･オブ･ニューヨーク､StandardOilCompany

ofNewYork)とヴァキューム (正式名称はヴァキューム ･オイル ･カンパニー､

VacuumOilCompany)が合併して､誕生 した｡

(9)米本国での1931年のソコニーとヴァキュームの合併によるソコ二一･ヴァキューム

の成立を受けて､日本でも､1932年 8月にソコニー･ヴァキューム日本支社 (従来の

ソコニー日本支店とヴァキューム日本支店が､合体 したもの)が発足した｡したがっ

て､本稿で検討対象とするのは､厳密には､ソコニー日本支店およびソコ二一･ヴァ

キューム日本支社ということになる｡

aO 同じく本稿での検討対象となる三菱石油は､三菱と米国のアソシューテッド(正式

名称はアソシューテッド･オイル･カンパニー､AssociatedOilCompany)との折

半出資により設立された合弁企業であるから､日本サイドと外国サイドの中間に位置

づけることができよう｡

ql)井口東輔 『現代日本産業発達史ⅠⅠ石油』(交諭社､1963年)0

4分ソコニー･ヴァキュームをさす.

q3)この覚書については､井口前掲書229-232頁参照.

a心この協定については､同前234-238頁参照0

0,9この会議については､同前234頁参照.

86)同前246頁.

α竹 厳密に言うと､ソコニ･-･ヴァキュームのシェアは微増したが､ライジングサンの

シェアが大幅に減少した｡内油の日本石油や小倉石油のシェアも微減したが､その減

少幅は､ライジングサンのそれに比べれば､はるかに小さかった (以上については､

第■1衰および第 2表参願)0

㈹ ･-正式名称は､ シェル ･インターナショナル ･ペ トロリアム ･カンパニー (Shell

I･nt占rnatibnalPetroleumCompany)0

~㈹ シェ･ル ･ロンドン本社の担当者によれば､筆者は､日本関連資料の利用にために訪
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れた最初の日本人だとのことである｡

伽)正式名称は､ アジアチ ック ･ペ トロリアム ･カンパニー(AsiaticPetroleum

Company)0

¢カ 正式名称は､スタンダー ド･ヴァキューム ･オイル ･カンパニ-(Standard-

VacuumOilCompany)0

¢カ前掲拙稿 ｢1934年の日本の石油業法とスタンダー ド･ヴァキューム･オイル ･カン

パニー(1)(2)(3)(4)｣､同 ｢太平洋戦争以前の日本におけるスタンダード･ヴァキューム･

オイルの事業活動｣､および同 "BusinessActivitiesoftheStandard-Vacuum

OilCo.inJapanPriortoWorldWarII"0ヽ

日 米国ワシントンD.C.のナショナル ･アーカイブズ (NationalArchives)所蔵

のレコー ド･グループ･ナンバー59､米国国務省文書のことであるo

朗 ただし､シェル ･ロンドン本社所蔵の日本関連資料には､①情報量が豊富な時期が

1930年代に限定される､②利用に際してコピーをとることが許されず､筆写にたよる

しかないため､調査がなかなか進展しない､などの問題 もある｡本稿が検討対象を

1932年の ｢6社協定｣にしぼるのは､主として②によるものである｡

¢う この文書は､ SC7/A13/ 1,GodberPapers-AgnewPapers-,Japan-

Manchuria:General,1of5,March1932-May1934,のフォルダーの中に含まれ

ている｡厳密に言えば､ここで紹介する文書どおりにカルテル協定が締結されたとい

う確証はない｡また､この協定がどれくらいの期間にわたり有効であったかも､不明

である｡しかし､1932-1934年の日本市場に関連する最重要書類を集めた上記のフォ

ルダーの冒頭に挿入されていることからみて､ここで紹介する文書が､1932年の時点

でも､日本をめぐる国際石油カルテルの基本的枠組を規定するものとして､意味をも

ち続けていたことは間違いなかろう｡

朗 例えば､井口前掲書232頁参照｡

田 原資料では､September1929の部分だけ､鉛筆書きで記されている｡

¢8 ソコニーは､1931年のソコニー ･ヴァキュームの成立以降も､1934年 6月まで米国

内で操業会社として事業を継続 した｡

¢9正式名称は､テキサス･コーポレーション (TexasCorporation)0

糾 正式名称は､ガルフ･リファイニング･カンパニー (GulfRefiningCompany)0

帥 正式名称は､ シンクレア ･リファイニング ･カンパニー (SinclairRefining
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Company)0

6分正式名蜘 ま､アトランティック･リファイニング･カンパエー (AtlanticRefining

Company)0

約 Telegram,toCairo,Capetown,Yokohama,Sourabaya,Colombo,Melbourne,

Nairobi,andSaigon,June13th,1932(SC7/A13/2,GodberPapers-Agnew

Papers-,Japan-Manchuria:GeneralCables,1of16,May-Åug.1932).

約 1932年当時､テキサコ､ガルフ､シシクレア､およびアトランティツタは､いずれ

も日本市場に進出していなかった｡

朗 井口前提書246貢参照.

鯛 cf.Letter,TheRisingSunPetroleum Co.toTheAsiaticPetroleum Co.,

September13th,1932(SC7/A13/~1,1of5).

酌 cf.Telegram,YokohamatoLondon,August3rd,1932(St:7/A13/2,1of

16).

軸 cf.Telegram,YokohamatoLondon,Julylst,1932(SC7/A13/2,1of16).

朗 cf.Telegram,LondontoNewYork,Julylst,1932(SC7/A13/2,1of16).

㈹ 同前参照｡

色カ cf.Telegram,NewYorktoLondon,July6th,1932(SC7/A13/2,1of16).

的 cf.Telegram,YokohamatoLondon,July23rd,,1932(SC7/A13/2,1of16).

色う cf.Telegram,YokohamatoLondon,August3rd,1932(SC7/A13/2,1of16).

幽 日本におけるガtjリンの市価は､石油会社間の激しい競争により､1932年 3月の1

ガロン当り45銭の水準から､同年 7-8月には1ガロン当り32銭の水準まで低落した｡
■

この点については､前掲拙稿 ｢1934年の日本の石油業法とスタンダード･ヴァキュー

ム･オイル ･カンパニー(2)｣74-75頁参照｡

鵬 同前79頁参照.

牲Q Telegram,YokohamatoLondon,Novemberlith,1932(SC7/A13/2,2of

16,Sept.1932-June1933)から明らかなように､ライジングサンによるガソリン輸

入は､英貨によって決済された｡

佐竹 cf.op.cit.,Telegram,YokohamatoLondon,August3rd,1932.

的 資料上の制約があるため､第 2表と第 6表の相違がなぜ生 じたかを解明することは､

今のところ不可能である｡一つの仮説としては､｢6社協定｣の内容がいったん第 6
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表のように内定 したのち､最終的には第 2.表のように修正されたという状況を､想定

す ることができる｡

牲9このような修正が行なわれたとするならば､第 6表と埠べて､ソコニー.･ヴァ･+ユ-

ムと日本石油の割当シェアは上昇 し､小倉石油のそれは低下 したこと･になる (第 2表

参照)0

60cf.Telegram,YokohamatoLondon,August23rd,1932(SC7/A13/2,1of

16),Telegram,LondontotYokohama,August23rd,1932(SC7/A13/2;,1of

16),andLetter,AndrewAgnew(DirectorofTheAsiaticPetrol印mCp.)to

RichardAirey(NewYork),October21st,1932(SC7/A13/1, ,1of5)..

68ライジングサンのガソリン販売シェアは､第 1表のシェアBの35.996から､第 2表

の31.7%へ低下 した.また､第 3表のシェアA (1931年)の33.0%から､第6表の321.2

%へ減退 した｡

6分 cf.Telegram,NewYorktoLondon,July8th.1932(SC7/A13/2,1of16),

Letter,AgnewtoAirey,Julyllth,1932(SC7/A13/1,1of5),and.op.cit.,

Telegram,LondontoYokohama,August23rd,1932.

6専 ライジングサンとソコニー (ないしソコニー･ヴァキューム)のガソリン販売シェ

アの合計値は､第 1表のシェアBの59.5%から､第 2表の55.5%へ低下 した｡また､

第 3表のシェアA (1931年)の54.6%から､第 6表の53.4%へ減退 した｡

64 正式名称は､アソシエーテッド･オイル ･･カンパニ｢ (AssociatedOilCompany)0

69三菱石油の操業開始にともない､三菱商事は､従来行なっていたガソリンの輸入販

売を中止した｡この点については､第 1表参照｡

66cf.Telegram,NewYork･toLondon,June15th,･1932._(SC7/A13/2,1of16),

and･Letter,_AireytoAgnew,June21st,.1932(SC7/A13/1,1of5).

帥 cf.Telegram,NewYork-toLondon,June20th.1932(SC7/A13/2,1of16)

Telegram,･LondontoYokohama,June21st,19_32(SC7/A13/2,1of16),

andop.cit/,Letter,AireytoAgnew,June21st,1932.

68cf.op.cit.,Telegram,NewYorktoLondon,June15th,1932.

69 cf.Telegram,LondontoYokohama,Jun916th,1932(SC7/A13/2,1of16).

60第 5表からわかるように､1932年 7月2,3日時点の ｢61社協定｣.の原案に串いて､三

:.菱石油のガソリン販売数量割当が125万ユ子ット(2,200万ユニットの5.68%)とされ
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たのは､この点を反映したものであろう｡

郎 cf.Telegram,YokohamatoLondon,June27th,1932(SC7/A13/2,1of16),

andLetter,AireytoAgnew,June29th,1932(SC7/A13/1,1of5).

6カcf.Telegram,LondontoYokohama,June15th,1932(SC7/A13/2,1of16).

6うcf.Letter,Agnew toAirey,Junelst,1932(SC7/A13/1,1of5),and

Telegram,LondontoNewYork,July7th,1932(SC7/A13/2,1of16).

64前掲拙稿 ｢1934年の日本の石油業法とスタンダード･ヴァキューム･オイル ･カン

パニー(1)｣38頁参照｡

69 同前40-41頁参照.

朗 井口前掲書254-257頁参照.

郎 前掲拙稿 ｢太平洋戦争以前の日本におけるスタンダー ド･ヴァキューム ･オイルの

事業活動｣23-26頁参照｡

68 cf.op.cit.,Telegram,YokohamatoLondon,June15th,1932.前掲拙稿 ｢1934

年の日本の石油業法とスタンダ｣ド･ヴァキューム･オイル ･カンパニー(2)｣95貢で

･は､米国国務省文書にもとづき､スタンザァック (ソコニー･ヴァキュームの後身)

日本支社の関係者が最初に対日原油輸出規制を提案したのは1933年10月であると記し

たが､この点は､今回発見した上記資料をふまえて､1932年 6月に修正されなければ

ならない｡

69 この点について詳しくは､拙稿 ｢1934年の石油業法と外国石油会社との交渉｣(大

石嘉一郎編 『戦間期日本の対外経済関係』第4章､日本経済評論社､1992年)参照｡

qOcf.Letter,AireytoAgnew,April27th,1932(SC7/A13/1,1of5),Letter,

AgnewtoAirey,May5th,1932(SC7/A13/1,1of5),op.cit.,Letter,Agnew

toAirey,Junelst,1932,Telegram,YokohamatoLondon,June16th,1932

(SC7/A13/2,1of16),Telegram,New YorktoLondon,June28th,1932

(SC7/A13/2,1of16),Letter,AireytoAgnew,June29th,1932(SC7/A13

/1,1of5)andTelearam,LondontoYokohama,June29th,1932(SC7/A13

/2,lof16).

Q.D cf.op.cit.,Letter,AgnewtoAirey,May5th,1932,op.cit.,Letter,Agnew

toAirey,Junelst,1932,op.cit.,Telegram,YokohamatoLondon,June16th,

1932,Telegram,LondontoNewYorkJune21st,1932(SC7/A13/2,1of16),
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op.cit.,Telegram,YokohamatoLondon,Julylst,1932,andTelegram,

YokohamatoLondon,July2nd,1932(SC7/A13/2,1of16).

62)cf.Letter,AgnewtoH.W.Malcolm(ManagingDirectorofTheRisingSun

PetroleumCo.),May9th,1932(SC7/A13/1,1of5).

閃 米国国務省文書をみる限りでは､当時､ソコニー (ないしソコ二一･ヴァキューム)

も､日本市場に関する重要な意思決定はニューヨークの本社で行なっていたようであ

る｡

㈹ cf.Telegram,NewYorktoLondon,July6th,1932(SC7/A13/2,1of16),

Letter,AgnewtoAirey,July8th,1932(SC7/A13/1,1of5)andLetter,I

AireytoAgnew,September21st,1932(SC7/A13/1,1of5).J

09 cf.Telegram,YokohamatoLondon,June29th,1932(SC7/A13/2,1of16),

op.cit.,Telegram,LondontoNewYork,July7th,1932,op.cit.,Letter,Agnew
∫

toAirey.July8th,1932,op.cit"Letter,AgnewtoAirey,Julyllth,1932,and

Letter,AgnewtoAirey,September29th,1932(･SC7/A13/1,1of5).

qQ この2案について詳 しくは､北沢新次郎 ･宇井丑之助 『石油経済論』(千倉書房､

1941年)492-494貢参照｡

q旬 この点について詳 しくは､前掲拙稿 ｢1934年の日本の石油業法とスタンダード･ヴァ

キューム･オイル ･カンパニー(2)｣63-81頁参照｡

q8 cf.Telegr早m,YokohamatoLondon,April6th,1933(SC7/A13/2,2of16),

andTelegram,LondontoYokohama,April6th,1933(SC7/A13/2,2of16).

qgcf.Telegram,YQkohamatoLondon,December3rd,1933(SC7/A13/2,2of

16).

60cf.Telegram,YokohamatoLondon,November16th,1933(SC7/A13/2,2

of16).

郎 cf.op.cit.,Telegram,YokahamatoLondon,November16th,1933,and

Telegram,LondontoYokohamaNovember17th,1933(SC7/A13/2,2of16).

8分cf.op.cit.,Telegram,YokahamatoLondon,December3rd,1932,andLetter,

C.M.Howe(TheAsiaticPetroleum Co.)andAgnew toTheRisingSun

PetroleumCo.,January30th,1933(SC7/A13/1,1of5).

的 管見の限りでは､シェル ･ロンドン本社所蔵の日本関連資料の中には､この時期に
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灯油に関するカルテル協定が成立したこ,とを伝えるデー9,は見当らない.

朗 cf.op.cit.,Telegtarh,tbCairo,･Capetown,Yokahama,Sourabaya,Colombo,

Melbourne,Nairobi,andSa.igon,June■13th,1932.

的 cf.Telegram,London-toYokoharhaiFebhlarylst,1933(SC7/A13/2,2of

16).

朗 ガソリンのことである｡

酌 武田時人 ｢資料研究一一燃料局石油行政前史｣(産業政策史研究所 『産業政策史研究

資料』､1979年)215頁｡

軸 cf.Telegram,YokohamatoLondon,November8th,1932(SC7/A13/2,2

of16).

餌 cf.op.cit.,Telegram,YokohamatoLondon,December3rd,1932.

的 同前参照.

糾 例えば｣アジアチックは､1933年 1月の時点になっても､日本における消費地精製

方式に対 して､否定的な評価を下 していた.この点については､op.cit.,Letter,

HoweandAgnewto-TheRisingSunPetroleumCo.,January30th,1933,参照｡

申分 この点については､前掲拙稿 ｢太平洋戦争以前の日本におけるスタンダード･ヴァ

キューム･オイルの事業活動｣13-18､23-25､28貢も参照｡

的 中川前掲論文83頁.
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第 1蓑 1931年の事業者別ガソリン販売量または同生産量

業悲別 事業者名 販売量または シェア シェア生 産 量 A B

輸 ソ コ ニ ー 千函 % %約4,600 22.7 23.6

入 ライ ジングサ ン 約7,000 34.5 35.9

業者 ー 菱 商 事 353 1.7 1.8
日 商 3 0.0 -

(小 計 ) (ll,957) (58.9) (61.3)

精製 日 本 石 油 5,211 25.7 26.7

小 倉 石 油 2,292 ll.3 ll.7

= 菱 石 油 59 0.3 0.3

新 津 恒 吉 725 3.6 -

莱者 早 山 与 三 郎 48 0.2 -
小 林 友 太 郎 3 0.0 -

そ の 他 4 0.0 -

(小 計 ) (8,342) (41.1) (38.7)

(出所)通商産業省編 『商工政策史第9巻産業合理化』 (1961年)435貢｡
(症)1.｢シェアA｣は.全体に対するシェア｡ ｢シェアB｣は,1932年

の ｢6杜協定｣に参加した企業 (ソコニー, ライジングサン. 日
石,小倉石油,三菱,三井物産)の合計値に対するシェア｡

2.｢ソコニー｣には,三井物産の分も含む｡
3.三菱商事は,三菱石油が操業を開始した1931年12月以降,ガソリ

ンの輸入販売を中止した｡
4.日本内地のみで朝鮮;台湾を含まず｡
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第2蓑 1932年の ｢6社協定｣による会社別ガソリ■ン販売数量

割当 (1932年 7月-1933年 6月分)

莱悲別 会 社 名 販売数量割 当 シェア

棉入 ソコニー .ヴァキューム 千函5,260 %-23.8

莱者 ラ イ ジ ン グ サ ン 7,000 31.7
( 小 計 ) (12,260) (55.5)

i 日 本 石 油 5,800 26.3小 倉 石 油 2,520 ll.4

莱者 _ 菱 石 油 1,500 6.8
( 小 計 ) (9,820) (44.5)

(出所)北沢新次郎 ･宇井丑之助 『石油経済論 』(千倉書房,1941年)380貢｡

(注) 1.｢ソコ二一 ･ヴァキューム｣には,三井物産の分も含む｡

2.日本内地のみで,朝鮮,台湾を含まず｡

第 3表 日本における事業者別ガソリン販売量

1931年 1-12月

販売量 シェア シェア
A B

中ニット % %

6,077 33.0 34.5

3,990 21.6 22.6

4,700 25.5 26.7

2,350 12.7 13.3

499 2.7 2.8

40 0.2

776 4.2

販売量 シェア
A

中ニット %

4,005 33.8

2.074 17.5

2,905 24.5

1,866 15.7

551 4.6

71 0.6

383 3.2

(出所)Letter,TheRisingSunPetroleumCo.toTheAsiaticPetroleumCo.,

September13th,1932(SC7/A13/1,1of5).

(症) 第 1表の注 1-4参照｡
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第4蓑 ロイヤル ･ダッチ ･シェルの ｢6社協定｣に対する

目標値 (1932年 7月上旬現在)

会 社 名 販売数量割 当 シュア

ラ イ ジ ン グ サ ン ユニット %7,399,600 33.6

ソ コ ニ ー . ヴ ァ キ ュ ー ム 4,845,000 22.0

日 本 石 油 5,483,300 24.9

小 倉 石 油 2,218,400 10.1̀

三 菱 石 油 1,250,000 5.7

そ の 他 ･ 803,700 3.7

(出所)Telegram,YokohamatoLondon,Julylst,1932(SC7/A13/2,
lof16).

(症) 1.1932年 7月-1933年 6月分の数値である｡

2.第 2表の注1-2参照C

第5表･1932年 7月23日時点の ｢6社協定｣の原案

単位 :%

(出所)Telegram,YokohamatoLondon,July23rd,1932(S,C
7/A13/2,1of16).

(注) 1.販売数量割当の総計は.2,200万ユニットである｡

2.第 4表の注1-2参照｡
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第6蓑 19等2年8月3日時点の ｢6社協定｣の内定嘩

会 社 名 I 販売数量割 当 シェア

ラ イ ジ ン グ サ ン ユニット7,093,475 %32.2

ソ コ ニ ー .ヴ ァ キ ュ ー ム 4,656,525 21.2

日 本 石 油 5,250,000 23.9

小 倉 石 油 2,750,000 12.5

三 菱 .石 油 1,500,000 6.8

そ の 他 750,000 3.4

(~出所)Telegram,YokohamatoLondon,August3rd.1932(SC
7/A13/2,1of16).

(注) 第 4表の注 1-2参照｡

第 7表 ､日本における事業音別灯油販売量

事業者名 1931年 1-12月 1932年 1-7月
販売量 シェア 販売量 シェア

ラ イ ジ ング サ ン 中ニット % 中ニット %620 17.9 319r 17.7

ソ コ ニ ー 1,010 29.1 327 18.1

日 本 石 油 991 28.6 528 29.2

小 倉 石 油 543 15.6 424 23.4

三 菱 35 1.0 89 4.9

そ の 他 272 7.8 122 6.7

合 計 3,471 100 1,808 100

(出所)第3表と同じ｡一

(注) 第 1表の注 2-4参照｡
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第8表 1932年11月時点の会社別ガソリン販売原価

単位 :円/ユニット

会 社 名 製 油所渡しない し油槽所渡し原 価 営 業 費 販 売手 数 料 合 計

日 本 石 油 3.58 0.65 0.5 4.73

ラ イ ジ ン グ サ ン 3.85 0.815 0.5 5.165

(出所)Telegram,YokohamatoLondon,Novemberllth,1932(SC7/A13

/2,2of16).

(荏) 為替変動の影響は,｢製油所渡しないし油槽所渡し原価｣だけでなく,｢営業

費｣にも及ぶ｡
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